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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３１年（令和元年）判決分（順号２０１９－１７） 

名古屋地方裁判所豊橋支部 平成●●年（○○）第●●号 損害賠償請求事件 

国側当事者・国 

令和元年６月１０日棄却・確定 

 

判     決 

原告         Ｘ 

被告         国 

同代表者法務大臣   山下 貴司 

同指定代理人     中野 玲 

同          伊藤 祐一 

同          佐々木 弥生 

同          森澤 康博 

同          森下 智 

同          渡邉 恵美 

同          鈴木 威緒里 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 被告は、原告に対し、４５万６３２６円及びこれに対する平成２９年４月１４日から支払済

みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、被告に対し、原告が滞納した国税に係る納税義務は、豊橋税務署長が原告

に対して送付した滞納処分の停止通知書に記載された納税義務消滅見込年月日に消滅している

にも関わらず、豊橋税務署長が、原告の納税義務は消滅していないとして原告に対する還付金

を滞納国税に充当する処分をしたことが違法であるなどと主張して、国家賠償法１条１項に基

づく損害賠償請求として、充当された還付金相当額である４５万６３２６円及びこれに対する

充当処分日である平成２９年４月１４日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延

損害金の支払を求めた事案である。 

１ 前提となる事実（当事者間に争いがない事実に加え、後掲の各証拠（特に断らない限り、枝

番があるものは枝番を含む。以下同じ。）及び弁論の全趣旨により容易に認定することができ

る事実） 

（１）ア 原告は、平成２２年３月１５日、豊橋税務署長に対し、平成２０年分の所得税につい

て、納付すべき税額を３４２万円とする確定申告（期限後申告）をした（乙１。以下、

当該確定申告に基づく所得税を「本件所得税１」という。）。 
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 本件所得税１の法定納期限は、平成２１年３月１６日であり、納期限は平成２２年３

月１５日である（国税通則法（以下「通則法」という。）３５条２項１号）。 

イ 原告は、平成２２年３月１５日、豊橋税務署長に対し、平成２１年分の所得税につ

いて、納税すべき税額を１３１万９７００円とする確定申告（期限内申告）をした（乙

２。以下、当該確定申告に基づく所得税を「本件所得税２」という。）。 

 本件所得税２の法定納期限及び納期限は、平成２２年３月１５日である（通則法３５

条１項）。 

ウ 豊橋税務署長は、平成２２年４月７日付けで、通則法６６条６項に基づき、本件所

得税１について、納付すべき税額に１００分の５を乗じて計算した額に相当する無申告

加算税１７万１０００円の賦課決定処分を行った（甲１、弁論の全趣旨。以下、当該賦

課決定処分に基づく無申告加算税を「本件所得税３」といい、本件所得税１から本件所

得税３までを併せて「本件滞納国税」という。）。 

 本件所得税３の法定納期限は、平成２１年３月１６日であり、納期限は平成２２年５

月７日である（通則法３５条３項）。 

（２）豊橋税務署長は、原告が、本件所得税１及び２を納期限である平成２２年３月１５日まで

に納付しなかったことから、同年４月２０日付けで、督促状によりその納付を督促した（弁

論の全趣旨）。 

 また、豊橋税務署長は、原告が、本件所得税３を納期限である平成２２年５月７日まで

に納付しなかったことから、同年６月２５日付けで、督促状によりその納付を督促した。 

（３）原告は、平成２３年２月までの間に、合計３万２０００円を被告に対して納付し、本件所

得税１の本税は３３８万８０００円となった（甲１、弁論の全趣旨）。 

（４）豊橋税務署長は、平成２６年４月３０日付けで、本件滞納国税を徴収するため、原告が所

有する土地を差し押さえ（乙３。以下「本件差押処分」という。）、同年５月１日、差押登記

がされた（乙４）。 

（５）豊橋税務署長は、平成２７年２月２７日付けで、本件差押処分を解除した（乙４、６）。 

（６）豊橋税務署長は、平成２７年２月２７日付けで、原告には国税徴収法（以下「徴収法」と

いう。）１５３条１項１号に該当する事実があるとして、本件滞納国税の滞納処分の執行を

停止し、これを「滞納処分の停止通知書」と題する書面（甲１。以下「本件停止通知書」と

いう。）で原告に通知した（争いがない。）。 

 本件停止通知書には、本件所得税１についての納税義務消滅見込年月日が平成２８年２

月２９日である旨、本件所得税２についての納税義務消滅見込年月日が平成２７年５月２

日である旨及び本件所得税３の納税義務消滅見込年月日が平成２７年７月６日である旨が

記載されていた（甲１。以下、これらの日付を併せて「本件各消滅見込年月日」という。）。 

（７）原告は、平成２９年２月２８日、豊橋税務署長に対して、①平成２６年分の所得税及び復

興特別所得税（以下「所得税等」という。）について、還付金の額に相当する税額を７万７

４０６円とする確定申告書、②平成２７年分の所得税等につき還付金の額に相当する税額を

１６万２４１８円とする確定申告書及び③平成２８年分の所得税等について、還付金の額に

相当する税額を２１万６５０２円とする確定申告書を提出し、その結果、原告に対する合計

４５万６３２６円の還付金（以下「本件還付金」という。）が発生した（乙７から９まで）。 

（８）豊橋税務署長は、平成２９年４月１４日、通則法５７条１項に基づき、本件還付金を本件
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所得税１に充当し（以下「本件充当処分」という。）、同日付けで原告に対して通知した（甲

２）。 

２ 当事者の主張 

（１）原告の主張 

 原告の本件滞納国税に係る納税義務は、本件停止通知書に記載された本件各消滅見込年

月日に消滅しているから、被告が、納税義務の消滅後に行った本件充当処分は違法である。 

 仮に、本件各消滅見込年月日が誤りであったとしても、被告には、法令等によって定め

られている正しい日付を記載する義務があるから、誤った日付を記載して交付したことは

違法である。 

 本件各消滅見込年月日に納税義務が消滅していれば、原告は本件還付金を受け取ること

ができたのであるから、原告は、被告に対し、国家賠償法１条１項に基づき、本件還付金

相当額である４５万６３２６円及びこれに対する本件充当処分の日である平成２９年４月

１４日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める。 

（２）被告の主張 

ア 公権力の行使に当たる公務員の行為が国家賠償法１条１項の適用上「違法」と評価さ

れるためには、当該公務員が、損害賠償を求めている個別の国民との関係で職務上の法

的義務を負担し、かつ、当該行為がその職務上の法的義務に違背してされたことが認め

られる必要がある。 

イ 国税の徴収権は、法定納期限から５年間行使しないことによって時効により消滅し

（通則法７２条１項）、また、滞納処分の執行の停止をした国税を納付する義務は、滞納

処分の執行の停止が３年間継続したときは消滅する（徴収法１５３条４項）。すなわち、

滞納処分の執行を停止した場合には、停止が３年間継続するか又は国税の徴収権の消滅

時効が完成するかのいずれかの早い時点で納税義務が消滅することになる。 

 本件滞納国税の納税義務は、本件滞納国税に対する滞納処分の執行を停止した平成２

７年２月２７日の翌日から起算して３年を経過した平成３０年２月２８日に消滅する。

また、本件滞納国税に係る徴収権の消滅時効は、督促や本件差押処分により中断した後、

本件差押処分が解除された平成２７年２月２７日の翌日から進行して、令和２年２月２

８日に完成する。 

 以上のとおり、本件滞納国税は、平成３０年２月２８日に消滅することになるため、

本件停止通知書にも、納税義務消滅見込年月日として平成３０年２月２８日と記載する

べきであったが、誤って本件各消滅見込年月日が記載された。もっとも、国税の納税義

務の消滅事由やその消滅日は、法令等によって定められるものであり、誤った記載をし

たからといって、本来の納税義務の消滅日が変更あるいは修正されるとの法令上の定め

は存在しないから、本件滞納国税の納税義務が本件各消滅見込年月日に消滅することは

ない。 

ウ そして、税務署長は、同一の納税者につき還付金と納付すべき国税があるときは、還

付に代えて、還付金を国税に充当しなければならない（通則法５７条１項）ところ、豊

橋税務署長が本件充当処分をした平成２９年４月１４日の時点においては、原告の本件

滞納国税に係る納税義務は消滅していなかったのであるから、豊橋税務署長が本件充当

処分をしたことには、職務上の法的義務に違背したなど国家賠償法上違法とされる点は
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何ら見当たらない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 上記前提となる事実によれば、本件滞納国税に係る徴収権は、それぞれの法定納期限（本件

所得税１については平成２１年３月１６日、本件所得税２については平成２２年３月１５日、

本件所得税３については平成２１年３月１６日）の翌日から消滅時効が進行し、無申告加算税

の賦課決定や督促によって中断した後、本件差押処分に係る差押登記の日である平成２６年５

月１日に再度中断し（徴収法６８条４項）、本件差押処分が解除された平成２７年２月２７日

から再度消滅時効が進行している。そのため、本件滞納国税に係る徴収権の消滅時効が完成す

るのは、早くとも、平成２７年２月２７日の翌日から起算して５年が経過した令和２年２月２

８日であると認められる（通則法７２条１項、同条３項、７３条１項２号及び４号）。 

 また、本件滞納国税に関しては、平成２７年２月２７日付けで滞納処分の執行が停止されて

いるから、その納税義務は、平成２７年２月２７日の翌日から起算して３年が経過した平成３

０年２月２８日に消滅するものと認められる（徴収法１５３条４項）。 

 以上によれば、本件滞納国税に係る納税義務が消滅するのは、早くとも平成３０年２月２８

日であるから、豊橋税務署長が本件充当処分をした平成２９年４月１４日の時点で、本件滞納

国税に係る納税義務は消滅していない。他方で、本件還付金は平成２９年２月２８に発生して

いるところ、通則法５７条１項は、税務署長は、還付金がある場合において、その還付を受け

るべき者につき納付すべきこととなっている国税があるときは、還付に代えて、還付金をその

国税に充当しなければならないと規定しているのであるから、豊橋税務署長が本件充当処分を

行ったことについて、国家賠償法１条１項の適用上「違法」と評価するべき点は何ら認められ

ないというべきである。 

２ 原告は、本件停止通知書に本件各消滅見込年月日が記載されていた以上、本件各消滅見込年

月日に本件滞納国税に係る納税義務は消滅する旨を主張する。 

 しかしながら、本件滞納国税の納税義務が消滅するのは、上記のとおり平成３０年２月２８

日であって、本件各消滅見込年月日の記載が誤りであったことは被告も認めるところであるが、

滞納処分の停止通知書に誤った納税義務消滅見込年月日が記載された場合に、その記載どおり

に納税義務が消滅するとか、納税義務を消滅させることが義務付けられるとする法令上の根拠

は見当たらないから、この点に関する原告の主張は採用できない。 

 なお、原告は、誤った納税義務消滅見込年月日を記載したこと自体が違法である旨も主張し

ているものと思われるが、納税義務消滅見込年月日の記載に誤りがあったことによって、原告

に経済的損失が生じたとは認めがたいし、また、金銭的に慰謝しなければならないような精神

的苦痛が生じたと認めることもできないから、いずれにせよ原告の請求は理由がない。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

名古屋地方裁判所豊橋支部 

裁判官 木村 太郎 


